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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

  

 当社は、2023 年４月 20 日開催の取締役会において、2023 年７月１日（予定）を効力発生日として、

当社の連結子会社である株式会社ジーエートラスト（以下「ジーエートラスト」という）を吸収合併

（以下「本合併」という）することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項及び内容を一部省略し

て開示しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

ジーエートラストは、当社及びグループ会社の管理業務（経理、財務、労務、総務、情報システ

ム）を担うシェアードサービス会社として、2014 年７月１日設立以降、管理部門の専門会社として

のスキルアップに努め、管理業務の効率化やコーポレートガバナンスの意識向上に取り組んでまい

りました。 

本合併により、当社組織体制を再構築し、グループ全体のコーポレートガバナンスの強化、経営

情報の集約、経営の合理化を図ってまいります。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

   取締役会決議日（両社）  2023 年４月 20 日 

   合併契約締結日      2023 年４月 20 日 

   合併効力発生日      2023 年７月 １日（予定） 

    (注)本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併であり、ジーエー

トラストにおいては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であるため、それぞれの

株主総会決議を経ずに行います。 

 

（２）合併の方式 

    当社を存続会社とする吸収合併方式により、ジーエートラストは解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

ジーエートラストは、当社の完全子会社であるため、本合併による株式の発行及び金銭等の

交付はありません。 

 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当事項はありません。 

 



３．合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

(1)名 称 トラストホールディングス株式会社 株式会社ジーエートラスト 

(2)所在地 福岡市博多区博多駅南五丁目 15番 18号 福岡市博多区博多駅南五丁目 15番 18号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山川 修 代表取締役社長 矢羽田 弘 

(4)事業内容 グループ会社の経営管理 シェアードサービス事業 

(5)資本金 42,299 万円 1,000 万円 

(6)設立年月日 2013 年７月１日 2014 年７月１日 

(7)発行済株式数 5,204,500 株 400 株 

(8)決算期 ６月 30 日 ６月 30 日 

(9)大株主及び持株比率 九州応援ファンド第１号組合 10.06％ トラストホールディングス㈱ 100.0％ 

(2022 年 12 月 31 日現在) 九州応援ファンド第２号組合 9.82％   

 
日本マスタートラスト信託銀行㈱

（株式付与 ESOP 信託口・75551 口） 
7.54％   

 
トラストホールディングス従業員

持株会 
4.09％   

 ㈱ティーケーピー 3.07％   

(10)直前事業年度の財政状況及び経営成績 

決 算 期 2022 年６月期（連結） 2022 年６月期（単体） 

純 資 産 398,965 千円 41,978 千円 

総 資 産 8,563,544 千円 72,862 千円 

1 株当たり純資産 108.43 円 104,946.19 円 

売 上 高 12,668,441 千円 148,925 千円 

営 業 利 益 397,804 千円 186 千円 

経 常 利 益 346,170 千円 483 千円 

親会社株主に帰属 

す る 当 期 純 利 益 
130,680 千円 51 千円 

1 株当たり当期純利益 34.32 円 128.68 円 

（注）上記、存続会社の大株主については、当社が保有する自己株式（1,149,388 株）を除外しており、持株比率

については、当該自己株式を控除して計算しております。 

 

４．合併後の状況 

 本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更

はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の連結子会社との吸収合併であり、連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


